
春日井市放課後児童健全育成事業費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 市は、児童の健全な育成を図るため、児童福祉法（昭和22年法律第164号。

以下「法」という。）第６条の３第２項に規定する放課後児童健全育成事業（以下

「事業」という。）を実施する団体に対し予算の範囲内において補助金を交付する

ものとし、その交付については、春日井市補助金等に関する規則（昭和54年春日

井市規則第４号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱に定める

ところによる。 

（補助事業者） 

第２条 補助の対象となる者（以下「補助事業者」という。）は、次の各号のいずれ

にも該当する団体とする。 

⑴ 放課後児童健全育成事業開始届を市に提出していること。 

⑵ 春日井市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

（平成26年春日井市条例第27号。以下「基準条例」という。）を遵守しているこ

と。 

⑶ 年間を通じて事業を実施するものであること。 

⑷ １年間（４月１日から翌年３月31日までをいう。）に250日以上事業を実施す

るものであること。ただし、市長が適当と認めるときは、この限りでない。 

⑸ １日３時間以上事業を実施するものであること。ただし、土曜日及び春日井

市立学校管理規則（昭和35年春日井市教育委員会規則第１号）第３条第１項第

３号から第７号までに規定する学校の休業日（同項ただし書の規定により教育

委員会又は校長が変更する場合（同条第２項に定める授業日と休業日を相互に

振り替える場合を含む。）を含む。）については、原則として１日８時間以上事

業を実施すること。 

⑹ 市内に住所を有する利用児童（当該利用に係る費用を支払う者をいう。以下

同じ。）の在籍人数（当該年度の各月の初日における市内に住所を有する利用児

童の人数の合計を12で除して得た人数（１人に満たない端数は切り上げる。）を

いう。）が10人以上であること。 

⑺ 市の指定管理者（地方自治法(昭和22年法律第67号)第244条の２第３項に規



定する指定管理者をいう。）又は市の委託を受けた者として事業を実施するも

のでないこと。 

（補助対象事業） 

第３条 補助金の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、別表第１のとお

りとする。 

（補助対象経費等） 

第４条 補助対象経費及び規則第３条第３号に規定する補助金交付申請書に添付す

べき書類は、別表第２のとおりとする。 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、補助対象経費に相当する額以内の額とし、別表第３により

算出された額を限度とする。 

（申請の期日） 

第６条 規則第３条に規定する申請の期日は、運営費及び処遇改善については当該

年度の初日から当該年度の４月30日まで、ＩＣＴ化推進については当該年度の初

日から補助事業に着手する日の前日までとする。ただし、市長が適当と認めると

きは、この限りでない。 

（申請の取下げのできる期間） 

第７条 規則第５条第１項の規定により申請の取下げをできる期間は、交付決定通

知を受けた日から10日以内とする。 

（補助金の交付方法） 

第８条 補助金の交付方法は、次の各号に掲げる補助事業の区分に応じ、当該各号

に定めるとおりとする。 

 ⑴ 運営費 規則第４条に規定する補助金の交付決定（以下この条及び次条にお

いて「交付決定」という。）をした後、補助事業を行う団体の請求に基づき交付

決定額の５分の４を超えない額を交付し、規則第10条の規定による交付すべき

補助金の額を交付決定時の算出方法にて確定した後に精算する。 

 ⑵ 処遇改善及びＩＣＴ化推進 規則第10条に規定する交付すべき補助金の額を

交付決定時の算出方法にて確定した後に交付する。 

（実績報告） 

第９条 規則第９条の規定による実績報告は、補助事業等実績報告書に市長が必要



と認める書類を添えて、交付決定のあった日の属する年度の３月31日までに市長

に提出しなければならない。 

（検査等） 

第10条 市長は、補助事業者に対し、補助金の交付の目的を達成するために必要が

あると認めるときは、その目的を達成するために必要な限度において補助金の使

途について必要な指示をし、報告書の提出を命じ、又はその状況を実地に検査す

ることができる。 

（暴力団等の排除） 

第11条 補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助の対象から除く

こととする。 

⑴ 補助事業者の役員等に暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平

成３年法律第77号。以下「暴対法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員

（以下「暴力団員」という。）又は暴対法第２条第２号に規定する暴力団（以下

「暴力団」という。）と関係を持ちながら、その組織の威力を背景として暴力的

不法行為等を行う者（以下「暴力団関係者」という。）がいると認められるとき。 

⑵ 暴力団員又は暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）が補助事業者の運

営に実質的に関与していると認められるとき。 

⑶ 補助事業者の役員等が、暴力団の威力若しくは暴力団員等又は暴力団員等が

経営若しくは運営に実質的に関与している法人等を利用していると認められる

とき。 

⑷ 補助事業者の役員等が、暴力団若しくは暴力団員等又は暴力団員等が経営若

しくは運営に実質的に関与している法人等に対して資金等を供給し、又は便宜

を供与する等暴力団の維持運営に協力し、若しくは関与していると認められる

とき。 

⑸ 補助事業者の役員等が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関

係を有していると認められるとき。 

２ 交付決定後に、前項各号のいずれかに該当すると認められたときは、市長は、

交付決定を取り消すことができる。 

３ 市長は、前項の規定により交付決定を取り消した場合は、既に交付された補助

金を返還させることができることとし、このため損害が生じても市はその責めを



負わないものとする。 

（雑則） 

第12条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が定める。 

 

附 則 

（施行期日等） 

１ この要綱は、平成18年５月24日から施行し、平成18年４月１日から適用する。 

（春日井市放課後児童対策事業実施要綱等の廃止） 

２ 春日井市放課後児童対策事業実施要綱（平成３年10月１日施行。以下「旧要綱」

という。）及び春日井市民間児童クラブ活動事業補助金交付要綱（平成13年５月７

日施行）は、廃止する。 

（経過措置） 

３ 平成19年度から平成21年度までの補助金に限り、利用児童の在籍人数が20人以

上である団体に係る第２条第２号の適用については、同号中「250日以上」とある

のは、「200日以上」とする。 

４ 平成17年度において旧要綱第５条第１項の規定に基づき開設希望調書を提出し

ている団体がこの要綱の施行の際現に雇用している指導員については、当分の間、

第２条第４号の規定中資格に関する部分は、適用しない。 

５ 平成17年度において旧要綱第６条第１項の規定により市が委託を行った団体に

ついては、この要綱の施行の際現に事業を実施している施設に限り、当分の間、

第２条第５号の規定を適用しない。 

６ 平成18年度における第５条の規定の適用については、同条中「４月30日」とあ

るのは「５月31日」とする。 

附 則 

この要綱は、平成18年10月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成19年６月１日から施行し、改正後の春日井市放課後児童健全育

成事業費補助金要綱の規定は、平成19年４月１日から適用する。 

附 則 

１ この要綱は、平成20年６月12日から施行し、改正後の春日井市放課後児童健全



育成事業費補助金交付要綱の規定は、平成20年４月１日から適用する。 

２ 平成20年度において、改正前の春日井市放課後児童健全育成事業費補助金交付

要綱の規定により既に交付された補助金は、改正後の春日井市放課後児童健全育

成事業費補助金交付要綱の規定による補助金の内払とみなす。 

附 則 

この要綱は、平成24年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、平成24年４月１日から施行する。 

２ 改正後の春日井市放課後児童健全育成事業費補助金交付要綱の規定は、平成24

年度以後の年度分の補助金から適用する。 

   附 則 

１ この要綱は、平成26年４月１日から施行する。 

２ 改正後の春日井市放課後児童健全育成事業費補助金交付要綱の規定は、平成26

年４月１日以後の申請に係る補助金について適用し、同日前の申請に係る補助金

については、なお従前の例による。 

   附 則 

１ この要綱は、平成28年４月１日から施行する。 

２ 改正後の春日井市放課後児童健全育成事業費補助金交付要綱の規定は、平成28

年４月１日から適用する。ただし、第４条第１項、同条第２項第１号及び同項第

３号の規定は、平成27年４月１日から適用する。 

   附 則 

１ この要綱は、平成 29年４月１日から施行する。 

２ 改正後の春日井市放課後児童健全育成事業費補助金交付要綱の規定は、平成

29年４月１日から適用する。ただし、改正後の第５条の規定（補助対象経費に

４分の３を乗じて得た額（1,000円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨て

た額）とする部分を除く。）は、平成 28年４月１日から適用する。 

   附 則 

１ この要綱は、平成 29年 12月１日から施行する。 

２ 改正後の春日井市放課後児童健全育成事業費補助金交付要綱の規定は、平成

29年４月１日から適用する。 



   附 則 

１ この要綱は、平成 30年 11月 29日から施行する。 

２ 改正後の春日井市放課後児童健全育成事業費補助金交付要綱の規定は、平成

30年度以降の年度分の補助金から適用する。 

附 則 

１ この要綱は、令和元年７月３日から施行する。 

２ 改正後の春日井市放課後児童健全育成事業費補助金交付要綱の規定は、平成

31年４月１日から適用する。 

附 則 

１ この要綱は、令和２年８月 21日から施行する。 

２ 改正後の春日井市放課後児童健全育成事業費補助金交付要綱の規定は、令和２

年度以後の年度分の補助金について適用する。 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、令和３年７月７日から施行する。 

２ 改正後の春日井市放課後児童健全育成事業費補助金交付要綱の規定は、令和３

年度以後の年度分の補助金について適用する。 

附 則 

１ この要綱は、令和４年９月７日から施行する。 

２ 改正後の春日井市放課後児童健全育成事業費補助金交付要綱の規定は、令和４

年度以後の年度分の補助金について適用する。 

   附 則 

１ この要綱は、令和４年12月１日から施行する。ただし、第６条の規定について

は、令和５年４月１日から施行する。 

２ 改正後の春日井市放課後児童健全育成事業費補助金交付要綱の規定は、令和４

年10月１日以後に実施する補助事業について適用する。 

 附 則 

１ この要綱は、令和６年３月22日から施行し、改正後の別表第３運営費の項の規

定は、令和５年度以後の年度分の補助金について適用する。 



２ この要綱（別表第３運営費の項の改正規定を除く。）による改正後の春日井市

放課後児童健全育成事業費補助金交付要綱の規定は、令和６年度以後の年度分の

補助金について適用し、令和５年度以前の年度分の補助金については、なお従前

の例による。 

 

 

  



別表第１（第３条関係） 

補助事

業 
区分 事業内容 

運営費 基本分 事業を実施するもの 

障害児受

入加算 

障害児が事業を利用しており、次のいずれかに該当す

る基準条例第11条第３項で定める放課後児童支援員（以

下「支援員」という。）を配置するもの 

⑴  国・都道府県・市町村が開催する障害児対応に関

する支援員研修を修了している者 

⑵ 特別支援学校教員免許状を有している者 

⑶ 法第６条の２の２第１項に規定する障害児通所支

援事業に従事した経験がある者 

⑷ その他市長が適当と認める資格を有している者 

小規模事

業所加算 

一の支援の単位を構成する児童の数が19人以下で、支

援員等を複数配置するもの 

送迎支援

加算 

事業を学校敷地外で実施している場合に、児童の安全・

安心を確保するため、授業終了後の学校から事業を行う

場所への移動支援を実施するもの 

処 遇 改

善 

一般分 １ 基本分 

家庭、学校等との連絡及び情報交換等の育成支援に従

事する支援員又は基準条例第11条第２項において定める

補助員（以下「支援員等」という。）の処遇の改善を行う

とともに、午後６時30分を超えて事業を実施するもの 

２ 賃金改善分 

支援員等に対し、処遇の改善のため、賃上げ効果が継

続される取組を実施するもの 

キャリア

アップ分 

支援員等に対し、経験年数、研修実績等に応じた段階

的な賃金改善の仕組みを設けて処遇の改善を実施するも

の 

Ｉ Ｃ Ｔ

化推進 

 利用児童等の入退室の管理、オンライン会議に必要な

ＩＣＴ機器の導入等の環境整備及び都道府県等が実施す

る研修をオンラインで受講できるよう、必要なシステム

基盤の導入を実施するもの 

 

 

 

 

 



別表第２（第４条関係） 

補助事業 補助対象経費 添付書類 

運営費 報酬、給料、職員手当等、

共済費、賃金、報償費、旅

費、需用費（食糧費を除

く。）、役務費、委託料、使

用料及び賃借料、備品購入

費その他の事業の実施に

必要な経費（車両に係る経

費については燃料費に限

る。） 

⑴ 補助金の交付を申請しようとする団

体の規約及び役員名簿 

⑵ 支援員等名簿及び支援員の資格を証

するもの 

⑶ 利用児童名簿 

⑷ その他市長が必要と認める書類 

処遇改善 給料、職員手当等、共済費

及び賃金 

市長が必要と認める書類 

ＩＣＴ化

推進 

事業の実施に必要な経費 市長が必要と認める書類 

 

別表第３（第５条関係） 

補助事

業 
区分 限度額 

運営費 基本分 １ 基本額 

⑴ 構成する児童の数（以下「児童数」という。）が10から

19人までの支援の単位 

   2,558,000円－（19人－児童数）×29,000円 

⑵ 児童数が20から35人までの支援の単位 

   4,734,000円－（36人－児童数）×26,000円 

⑶ 児童数が36から45人までの支援の単位  4,734,000円 

⑷ 児童数が46から70人までの支援の単位 

   4,734,000円－（児童数－45人）×69,000円 

⑸ 児童数が71人以上の支援の単位 2,917,000円 

２ 開所日数加算額 

  １日８時間以上開所する場合 

   （年間開所日数－250日）×19,000円 

３ 長時間開所加算額 

⑴ 平日分（１日６時間を超え、かつ、午後６時を超えて開

所する場合） 

  １日６時間を超え、かつ、午後６時を超えて開所する時間

の年間平均時間数×409,000円 

⑵ 長期休暇等分（１日８時間を超えて開所する場合） 

  １日８時間を超える時間の年間平均時間×184,000円 



障害児

受入加

算 

 2,009,000円 

小規模

事業所

加算 

 625,000円 

送迎支

援加算 

 521,000円 

市独自

加算 

 200,000円 

処遇改

善 

一般分 １ 基本分 

1,678,000円 

２ 賃金改善分 

11,000円×賃金改善対象者数×事業実施月数 

キャリ

アアッ

プ分 

次の各号に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該各号に

定める額を合計した額と919,000円のいずれか少ない額 

 ⑴ 放課後児童支援員（次号及び第３号に該当する者を除

く。）を配置した場合 

  対象職員１人当たり 131,000円 

 ⑵ 経験年数５年以上の放課後児童支援員で、一定の研修

を受講した者（次号に該当する者を除く。）を配置した場

合 

  対象職員１人当たり 263,000円 

 ⑶ ⑵の条件を満たす経験年数10年以上の放課後児童支援

員で、事業所長（マネジメント）的立場にある者を配置し

た場合 

  対象職員１人当たり 394,000円 

ＩＣＴ

化推進 

  500,000円 

※ 児童数は、市内に住所を有する利用児童のみ計上する。 

※ 限度額は、１支援の単位当たりの年額とする。 

※ 限度額は、事業実施月数（１月に満たない端数を生じたときは、これを１月

とする。）が12月に満たない場合には、各限度額に事業実施月数を乗じて12で割

って得た額（１円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てた額）とする。 

※ 賃金改善対象者数とは、賃金改善を行う常勤職員数に、１月当たりの勤務時

間数を就業規則等で定めた常勤の１月当たりの勤務時間数で除した非常勤職員

数（常勤換算）を加えたものとする。 

 


